
○行政手続法（平成五年法律第八十八号）（抄）

（審査基準）

第五条 行政庁は、審査基準を定めるものとする。

２ 行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、許認可等の性質に照らしてできる限り具体

的なものとしなければならない。

３ 行政庁は、行政上特別の支障があるときを除き、法令により申請の提出先とされている

機関の事務所における備付けその他の適当な方法により審査基準を公にしておかなければ

ならない。

○沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法（平成七

年法律第百二号）（抄）

第二十九条 国は、駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進し、当該駐留軍用地跡地に

おける土地区画整理事業に相当の期間を要することに伴う跡地所有者等（当該駐留軍用地

跡地の所有者等をいう。以下この条において同じ。）の負担の軽減を図るため、アメリカ

合衆国から駐留軍用地の返還を受け、当該駐留軍用地跡地において土地区画整理事業が施

行される場合（当該土地が引き渡された日（以下この項において「引渡日」という。）の

翌日から起算して三年を経過した日（以下この項及び第三項において「基準日」という。

）の前日までに、当該駐留軍用地跡地において土地区画整理法第九条第三項、第二十一条

第三項、第五十一条の九第三項、第五十五条第九項、第六十九条第七項又は第七十一条の

三第十一項の公告がなされた場合に限る。）において、跡地所有者等が、引渡日の翌日か

ら起算して引き続き三年を超えて、当該土地を使用せず、かつ、収益していないときは、

当該跡地所有者等に対し、当該跡地所有者等の申請に基づき、基準日から特定給付金を支

給するものとする。

２ 前項の特定給付金の支給の限度となる期間は、当該駐留軍用地跡地における土地の使用

又は収益が可能となると見込まれる時期を勘案して政令で定める期間とする。

３ 第一項の特定給付金の額は、当該土地の返還を受けた日の属する年度に国が当該土地に

ついて支払った賃借料（当該土地が駐留軍用地使用等特別措置法により使用されたもので

あるときは、駐留軍用地使用等特別措置法第十四条の規定により適用する土地収用法第七

十二条に規定する補償金）の一日当たりの額に、基準日から当該跡地所有者等が当該土地

を使用し、収益し、又は処分した日の前日までの期間（当該期間が前項の政令で定める期

間を超える場合には、当該政令で定める期間）の日数を乗じて得た額とする。

４ 前項の規定にかかわらず、一の跡地所有者等について支給する第一項の特定給付金の額

は、当該跡地所有者等に係る第二項の政令で定める期間の年数（当該期間の総月数を十二

で除して得た数とし、その数に小数点以下一位未満の端数があるときは、これを四捨五入

する。）に千万円を乗じて得た額を限度とし、かつ、一の跡地所有者等について一年間に

支給する第一項の特定給付金の額は、千万円を限度とする。

５ 共有の土地について前項の規定を適用する場合には、共有者全員を一の跡地所有者等と

みなす。

６ 前各項に定めるもののほか、第一項の特定給付金の支給の手続その他の必要な事項は、

政令で定める。

（参照条文）



○沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法施行令

（平成七年政令第二百五十二号)（抄）

（給付金の支給の手続等）

第二条 法第十条第一項の給付金（以下この条において単に「給付金」という。）は、引渡

日（同項に規定する引渡日をいう。）の翌日以後一年ごとに区分した各期間について支給

するものとする。

２ 給付金の支給を受けようとする者は、防衛省令で定めるところにより、沖縄防衛局長を

経由して、給付金支給申請書を防衛大臣に提出しなければならない。

３ 防衛大臣は、前項の申請書の提出を受けたときは、支給すべき給付金の有無及び給付金

を支給すべき場合はその額を決定し、遅滞なく当該申請者に通知しなければならない。

４ 前項に規定する防衛大臣の権限は、防衛省令で定めるところにより、その一部を沖縄防

衛局長に委任することができる。

（特定給付金の支給の手続等）

第八条 法第二十九条第一項の特定給付金（次項において単に「特定給付金」という。）

は、基準日（同条第一項に規定する基準日をいう。）以後一年ごとに区分した各期間（一

年未満の期間が生じたときは、その一年未満の期間）について支給するものとする。

２ 第二条第二項から第四項までの規定は、特定給付金について準用する。

○沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法に基づく

給付金及び特定給付金の支給に関する省令（平成七年総理府令第三十一号）（抄）

（給付金支給申請書）

第二条 令第二条第二項の規定により給付金の支給を受けようとする者は、次に掲げる事項

を記載し、かつ、住民票の写しその他必要な書類を添付した給付金支給申請書を提出しな

ければならない。

一 引き渡された土地に係る施設及び区域の名称

二 引き渡された土地に関する事項

三 その他必要な事項

２ 前項の給付金支給申請書の様式は、別記様式のとおりとする。

（権限の委任）

第三条 令第二条第三項に規定する防衛大臣の権限のうち、次の各号に定めるものについて

は、沖縄防衛局長に委任する。ただし、特に異例なものについては、その都度、防衛大臣

の承認を経るものとする。

一 給付金支給申請書の提出を受けること。

二 支給すべき給付金の有無を調査し、決定すること及び給付金を支給すべき場合は、そ

の額を決定すること。

三 申請者に対して通知すること。

（特定給付金）

第四条 特定給付金（法第二十九条第一項の特定給付金をいう。）の支給については、第一

条から前条までの規定を準用する。この場合において、第一条中「法第十条第一項に規定

する引渡日」とあるのは「法第二十九条第一項に規定する基準日」と、「各期間」とある

のは「各期間（一年未満の期間が生じたときは、その一年未満の期間）」と読み替えるも

のとする。



○土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）（抄）

（建築行為等の制限）

第七十六条 次に掲げる公告があつた日後、第百三条第四項の公告がある日までは、施行地

区内において、土地区画整理事業の施行の障害となるおそれがある土地の形質の変更若し

くは建築物その他の工作物の新築、改築若しくは増築を行い、又は政令で定める移動の容

易でない物件の設置若しくは堆積を行おうとする者は、国土交通大臣が施行する土地区画

整理事業にあつては国土交通大臣の、その他の者が施行する土地区画整理事業にあつては

都道府県知事（市の区域内において個人施行者、組合若しくは区画整理会社が施行し、又

は市が第三条第四項の規定により施行する土地区画整理事業にあつては、当該市の長。以

下この条において「都道府県知事等」という。）の許可を受けなければならない。

一 個人施行者が施行する土地区画整理事業にあつては、その施行についての認可の公告

又は施行地区の変更を含む事業計画の変更（以下この項において「事業計画の変更」と

いう。）についての認可の公告

二 組合が施行する土地区画整理事業にあつては、第二十一条第三項の公告又は事業計画

の変更についての認可の公告

三 区画整理会社が施行する土地区画整理事業にあつては、その施行についての認可の公

告又は事業計画の変更についての認可の公告

四 市町村、都道府県又は国土交通大臣が第三条第四項又は第五項の規定により施行する

土地区画整理事業にあつては、事業計画の決定の公告又は事業計画の変更の公告

五 機構等が第三条の二又は第三条の三の規定により施行する土地区画整理事業にあつて

は、施行規程及び事業計画の認可の公告又は事業計画の変更の認可の公告

２～４ （略）

（仮換地の指定）

第九十八条 施行者は、換地処分を行う前において、土地の区画形質の変更若しくは公共施

設の新設若しくは変更に係る工事のため必要がある場合又は換地計画に基づき換地処分を

行うため必要がある場合においては、施行地区内の宅地について仮換地を指定することが

できる。この場合において、従前の宅地について地上権、永小作権、賃借権その他の宅地

を使用し、又は収益することができる権利を有する者があるときは、その仮換地について

仮にそれらの権利の目的となるべき宅地又はその部分を指定しなければならない。

２～４ （略）

５ 第一項の規定による仮換地の指定は、その仮換地となるべき土地の所有者及び従前の宅

地の所有者に対し、仮換地の位置及び地積並びに仮換地の指定の効力発生の日を通知して

するものとする。

６～７ （略）

（仮換地の指定の効果）

第九十九条 前条第一項の規定により仮換地が指定された場合においては、従前の宅地につ

いて権原に基づき使用し、又は収益することができる者は、仮換地の指定の効力発生の日

から第百三条第四項の公告がある日まで、仮換地又は仮換地について仮に使用し、若しく

は収益することができる権利の目的となるべき宅地若しくはその部分について、従前の宅

地について有する権利の内容である使用又は収益と同じ使用又は収益をすることができる

ものとし、従前の宅地については、使用し、又は収益することができないものとする。

２ 施行者は、前条第一項の規定により仮換地を指定した場合において、その仮換地に使用

又は収益の障害となる物件が存するときその他特別の事情があるときは、その仮換地につ

いて使用又は収益を開始することができる日を同条第五項に規定する日と別に定めること

ができる。この場合においては、同項及び同条第六項の規定による通知に併せてその旨を



通知しなければならない。

３ 前二項の場合においては、仮換地について権原に基づき使用し、又は収益することがで

きる者は、前条第五項に規定する日（前項前段の規定によりその仮換地について使用又は

収益を開始することができる日を別に定めた場合においては、その日）から第百三条第四

項の公告がある日まで、当該仮換地を使用し、又は収益することができない。

（換地処分）

第百三条 換地処分は、関係権利者に換地計画において定められた関係事項を通知してする

ものとする。

２ 換地処分は、換地計画に係る区域の全部について土地区画整理事業の工事が完了した後

において、遅滞なく、しなければならない。ただし、規準、規約、定款又は施行規程に別

段の定めがある場合においては、換地計画に係る区域の全部について工事が完了する以前

においても換地処分をすることができる。

３ 個人施行者、組合、区画整理会社、市町村又は機構等は、換地処分をした場合において

は、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

４ 国土交通大臣は、換地処分をした場合においては、その旨を公告しなければならない。

都道府県知事は、都道府県が換地処分をした場合又は前項の届出があつた場合において

は、換地処分があつた旨を公告しなければならない。

５～６ （略）


